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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 301,225 ― 26,282 ― 28,907 ― 17,361 ―

20年3月期第2四半期 476,377 22.0 95,005 63.1 95,795 64.6 62,463 67.8

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 97.03 96.82
20年3月期第2四半期 349.19 348.24

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 728,536 549,093 73.9 3,008.25
20年3月期 792,817 545,244 67.5 2,989.70

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  538,325百万円 20年3月期  534,953百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  有  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 70.00 ― 55.00 125.00
21年3月期 ― 20.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 4.00 24.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 540,000 △40.4 12,000 △92.9 16,500 △90.4 8,000 △92.5 44.71

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注） 詳細は、５ページ「定性的情報・財務諸表等 4．その他」をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、５ページ「定性的情報・財務諸表等 4．その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．平成20年８月８日に公表した連結業績予想を修正しております。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、４ページ「定性的情報・
財務諸表等 3．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
３．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  180,610,911株 20年3月期  180,610,911株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  1,661,218株 20年3月期  1,678,927株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  178,938,092株 20年3月期第2四半期  178,881,840株
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定性的情報・財務諸表等 
 

1. 連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、原油価格・原材料価格高、米国発の金融危機を背景に、景気減速懸念が高まり

ました。 

また、当社の主力部門である半導体製造装置を取り巻く環境としましては、需給バランスの悪化に伴い、半導体メモリー

市況は低迷しており、半導体メーカーの設備投資は縮小に向かいました。 

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間(平成20年４月～９月の６ヶ月間)の業績は、売上高3,012億２千５百万

円(前年同期比36.8%減)、営業利益262億８千２百万円(前年同期比72.3%減)、経常利益289億７百万円(前年同期比69.8%減)、

四半期純利益173億６千１百万円(前年同期比72.2%減)となりました。 

また、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月～９月の３ヶ月間)の業績は、売上高1,463億９千８百万円(前年同期比

44.5%減)、営業利益48億５千２百万円(前年同期比90.7%減)、経常利益66億４千４百万円(前年同期比87.8%減)、四半期純利

益45億８百万円(前年同期比87.6%減)となりました。 

 

事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりです。 

 

(1) 産業用電子機器事業 

当セグメントの当第２四半期連結累計期間の外部顧客に対する売上高は、2,491億円(前年同期比41.1%減)となりました。

また、当第２四半期連結会計期間の外部顧客に対する売上高は、1,191億９千６百万円(前年同期比49.4%減)となりました。 

① 半導体製造装置 

ＤＲＡＭ、フラッシュメモリー等の需給バランス悪化による価格下落の影響を受け、半導体メーカーは在庫・生産調整、

設備投資抑制を実施しました。このため、当部門の当第２四半期連結累計期間の外部顧客に対する売上高は、2,087億２百

万円(前年同期比45.0%減)となりました。また、当第２四半期連結会計期間の外部顧客に対する売上高は、961億５千６百

万円(前年同期比55.0%減)となりました。 

② ＦＰＤ製造装置 

液晶パネルメーカーの大型液晶ディスプレイ向け製造ライン増強を受け、当部門の当第２四半期連結累計期間の外部顧

客に対する売上高は、401億７千９百万円(前年同期比7.8%減)となりました。また、当第２四半期連結会計期間の外部顧客

に対する売上高は、229億１千５百万円(前年同期比3.2%増)となりました。 

③ その他 

当部門の当第２四半期連結累計期間の外部顧客に対する売上高は、２億１千８百万円(前年同期比14.4%減)となりました。

また、当第２四半期連結会計期間の外部顧客に対する売上高は、１億２千４百万円(前年同期比2.1%増)となりました。 

 

(2) 電子部品・情報通信機器事業 

半導体及び電子デバイス分野では、携帯電話端末向けメモリーＩＣの需要は低調でしたが、ＰＣ向け商品は堅調に推移し

ました。また、携帯電話基地局向けカスタムＩＣは、引き続き回復基調となりました。コンピュータシステム関連分野では、

企業業績の悪化懸念による設備投資抑制の影響を受けました。このような状況のもと、当セグメントの当第２四半期連結累

計期間の外部顧客に対する売上高は、521億２千５百万円(前年同期比2.2%減)となりました。また、当第２四半期連結会計期

間の外部顧客に対する売上高は、272億２百万円(前年同期比3.2%減)となりました。 

 

東京エレクトロン㈱ (8035) 平成21年３月期 第２四半期決算短信 

-2-



 (ご参考)【連結】                                (単位:百万円) 

当期 (ご参考)前期  

第１四半期 第２四半期
第２四半期

累計 
上半期 下半期 

売上高 154,827 146,398 301,225 476,377 429,714

産業用電子機器事業 129,904 119,196 249,100 423,106 371,804

半導体製造装置 112,546 96,156 208,702 379,251 347,188

日本 32,896 33,369 66,265 94,629 97,304

米国 18,909 16,010 34,920 52,479 56,228

欧州 7,900 6,942 14,842 14,447 22,482

韓国 14,842 11,791 26,633 41,122 32,089

台湾 25,724 13,160 38,884 141,934 113,037

中国 3,788 3,236 7,025 20,525 9,338

 

東南アジア他 8,484 11,645 20,129 14,112 16,707

ＦＰＤ製造装置 17,264 22,915 40,179 43,600 24,415

 

その他 93 124 218 254 199

 

電子部品・情報通信機器事業 24,923 27,202 52,125 53,271 57,909

営業利益 21,430 4,852 26,282 95,005 73,492

経常利益 22,263 6,644 28,907 95,795 76,917

四半期純利益 12,853 4,508 17,361 62,463 43,807

(注)セグメント間取引については、相殺消去しております。 

 

2. 連結財政状態に関する定性的情報 
 
(1) 財政状態 

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ652億９千１百万円減少の5,749億４千１百万円

となりました。主な内容は、現金及び預金並びに有価証券に含まれる譲渡性預金の増加278億４千２百万円、受取手形及

び売掛金の減少770億２千万円及び未収消費税等の還付による減少101億５百万円によるものです。 

有形固定資産は、前連結会計年度末から４億６千７百万円増加し、1,045億７千３百万円となりました。 

無形固定資産は、前連結会計年度末から11億７千７百万円減少し、120億７千５百万円となりました。 

投資その他の資産は、前連結会計年度末から17億２千万円増加し、369億４千５百万円となりました。 

これらの結果、総資産は、前連結会計年度末から642億８千万円減少の7,285億３千６百万円となりました。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ698億３千８百万円減少の1,289億８千１百万円となりました。主な内容は、第

11回無担保社債300億円の償還、未払法人税等の減少184億３千万円、支払手形及び買掛金の減少53億８千４百万円です。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ17億９百万円増加の504億６千１百万円となりました。 

これにより、負債合計は前連結会計年度末から681億２千９百万円減少の1,794億４千３百万円となりました。 

純資産は、四半期純利益173億６千１百万円を計上したことによる増加、前期の期末配当(剰余金の配当)98億４千１百

万円の実施による減少等の結果、5,490億９千３百万円となり、また自己資本比率は73.9％となりました。 
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(2) キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ614億３千８百万円減少し、

1,320億５千４百万円となりました。なお、預入期間３ヶ月超の定期預金及び譲渡性預金993億５千１百万円を加えた実

質的な現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ278億４千２百万円増加し、

2,314億５百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況等は、次のとおりであ

ります。 

営業活動により獲得したキャッシュ・フローにつきましては、前年同期に比べ640億５千万円増加の846億５百万円と

なりました。主な要因につきましては、税金等調整前四半期純利益286億９千３百万円、減価償却費107億４千万円、売

上債権の減少764億６千万円がそれぞれキャッシュ・フローの収入となり、法人税等の支払282億８千８百万円がキャッ

シュ・フローの支出となったことによるものであります。 

投資活動により支出したキャッシュ・フローにつきましては、主として生産・研究開発用有形固定資産の取得等によ

る支出107億７千２百万円、定期預金の純増加による支出894億５千３百万円により、前年同期の85億３千２百万円に対

し1,039億１千５百万円となりました。 

財務活動により支出したキャッシュ・フローにつきましては、主に第11回無担保社債300億円の償還、配当金の支払98

億４千１百万円により、前年同期の163億９千万円に対し413億２千４百万円となりました。 

 

また、当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況等は次のとおりであります。 

営業活動により獲得したキャッシュ・フローにつきましては、前年同期に比べ１億２千９百万円減少の499億４千４百

万円となりました。主な要因につきましては、税金等調整前四半期純利益64億３千９百万円、減価償却費56億３千万円、

売上債権の減少307億９千５百万円がそれぞれキャッシュ・フローの収入になったことによるものであります。 

投資活動により支出したキャッシュ・フローにつきましては、主として生産・研究開発用有形固定資産の取得等によ

る支出44億７千２百万円、定期預金の純増加による支出984億２千２百万円により、前年同期の39億２百万円に対し

1,032億７千９百万円となりました。 

財務活動により支出したキャッシュ・フローにつきましては、主に第11回無担保社債300億円の償還により、前年同期

の21億１千２百万円に対し312億７千７百万円となりました。 

 
※「1.連結経営成績に関する定性的情報」及び「2.連結財政状態に関する定性的情報 (2) キャッシュ・フロー」における前 

年同期との比較、分析に用いた数値等は、参考として記載しております。 

 

3. 連結業績予想に関する定性的情報 
 

今後の経済環境につきましては、世界的な金融危機の深刻化や景気の一層の下振れの懸念が高まっております。半導体関

連市場につきましては、ＤＲＡＭ、フラッシュメモリー等の需給バランス悪化により、半導体メーカーの設備投資抑制の動

きが想定以上に強まってきております。このような状況のもと、主に半導体製造装置部門の売上が前回予想を下回る見通し

となったことにより、平成20年８月８日に公表した通期の連結業績予想を以下のとおり修正いたします。 

 
平成 21 年３月期の連結業績予想 

 通期予想 

売上高 5,400億円 (前期比 40.4%減) 

産業用電子機器事業 4,370億円 (前期比 45.0%減) 

半導体製造装置 3,440億円 (前期比 52.6%減) 

ＦＰＤ製造装置 925億円 (前期比 36.0%増) 

 

その他 5億円 (前期比 10.0%増) 

 

電子部品・情報通信機器事業 1,030億円 (前期比  7.4%減) 

営業利益 120億円 (前期比 92.9%減) 

経常利益 165億円 (前期比 90.4%減) 

当期純利益 80億円 (前期比 92.5%減) 

 
(注)この決算短信に記載されている業績見通しに関する記載内容につきましては、国内及び諸外国の経済状況、各種通貨の為

替レートの変動、業績に影響を与えるその他の要因等現時点で入手可能な情報をもとに、当グループが合理的であると判
断した一定の前提に基づいております。 
これらは、市況、競争状況、新製品の導入及びその成否、並びに半導体関連業界の世界的な状況を含む多くの不確実な要
因の影響を受けます。従って、実際の売上高及び利益は、この決算短信に記載されている予想数値とは大きく異なる場合
がありますことをご承知おきください。 
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4. その他 
 
(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 

該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   ① 固定資産の減価償却費の算定方法 

   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によって

おります。 

② 税金費用の計算 

  当社及び一部の連結子会社は、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。 

  なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 四半期財務諸表に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間から「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成19年３月14日 企業

会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成19年３月14日 企業

会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作

成しております。 

② 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

たな卸資産の評価基準及び評価方法については、従来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基

準第９号)を適用し、主として個別法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

③ 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５月17

日 実務対応報告第18号)を第１四半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修正を行っております。これによ

る損益に与える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 
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5. 四半期連結財務諸表 
 (1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 57,277 67,540

受取手形及び売掛金 147,150 224,170

有価証券 174,129 136,022

商品及び製品 98,049 101,053

仕掛品 41,543 42,123

原材料及び貯蔵品 17,439 17,974

その他 39,396 51,411

貸倒引当金 △45 △62

流動資産合計 574,941 640,233

固定資産   

有形固定資産 104,573 104,105

無形固定資産   

その他 12,075 13,253

無形固定資産合計 12,075 13,253

投資その他の資産   

その他 37,261 35,526

貸倒引当金 △316 △301

投資その他の資産合計 36,945 35,224

固定資産合計 153,595 152,584

資産合計 728,536 792,817

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 49,947 55,332

短期借入金 4,747 6,069

未払法人税等 9,808 28,239

製品保証引当金 7,956 9,815

その他の引当金 5,438 13,701

その他 51,083 85,662

流動負債合計 128,981 198,820

固定負債   

退職給付引当金 45,329 43,704

その他の引当金 645 665

その他 4,485 4,382

固定負債合計 50,461 48,752

負債合計 179,443 247,572
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 54,961 54,961

資本剰余金 78,268 78,392

利益剰余金 417,833 410,866

自己株式 △11,251 △11,369

株主資本合計 539,811 532,850

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 525 2,172

繰延ヘッジ損益 384 460

為替換算調整勘定 △2,395 △529

評価・換算差額等合計 △1,486 2,102

新株予約権 772 483

少数株主持分 9,995 9,807

純資産合計 549,093 545,244

負債純資産合計 728,536 792,817
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(2) 四半期連結損益計算書 
  第２四半期連結累計期間 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 301,225

売上原価 210,170

売上総利益 91,055

販売費及び一般管理費  

研究開発費 31,577

その他 33,194

販売費及び一般管理費合計 64,772

営業利益 26,282

営業外収益  

受取利息 908

補助金収入 1,475

その他 948

営業外収益合計 3,332

営業外費用  

為替差損 317

その他 389

営業外費用合計 707

経常利益 28,907

特別利益  

固定資産売却益 93

その他 6

特別利益合計 99

特別損失  

固定資産除売却損 122

事務所移転費用 117

その他 74

特別損失合計 314

税金等調整前四半期純利益 28,693

法人税等 10,994

少数株主利益 336

四半期純利益 17,361
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 28,693

減価償却費 10,740

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,678

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,435

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,782

受取利息及び受取配当金 △957

売上債権の増減額（△は増加） 76,460

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,190

仕入債務の増減額（△は減少） △4,870

未収消費税等の増減額（△は増加） 10,003

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,814

前受金の増減額（△は減少） 6,521

その他 △4,300

小計 112,128

利息及び配当金の受取額 916

利息の支払額 △151

法人税等の支払額 △28,288

営業活動によるキャッシュ・フロー 84,605

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の増減額（△は増加） △89,453

有形固定資産の取得による支出 △10,772

無形固定資産の取得による支出 △612

投資有価証券の取得による支出 △2,786

その他 △291

投資活動によるキャッシュ・フロー △103,915

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,322

社債の償還による支出 △30,000

配当金の支払額 △9,841

その他 △161

財務活動によるキャッシュ・フロー △41,324

現金及び現金同等物に係る換算差額 △870

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,505

現金及び現金同等物の期首残高 193,492

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 67

現金及び現金同等物の四半期末残高 132,054
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。 

また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 

(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) セグメント情報 

① 事業の種類別セグメント情報 
 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)                (単位：百万円) 

 
産 業 用 
電 子 機 器 

電子部品・ 
情報通信機器

計 消去又は全社 連 結 

売 上 高 249,611 52,432 302,043 (817) 301,225 

営 業 利 益 24,676 1,593 26,270 12 26,282 

 
(注) １ 事業の区分は、製品及び役務の種類、販売方法等の類似性を考慮して区分しております。 

   ２ 各区分の主な製品 

事業区分 主な製品 

産業用電子機器 半導体製造装置、ＦＰＤ(フラット・パネル・ディスプレイ)製造装置、その他 

電子部品・情報通信機器 
半導体製品、コンピュータ・ネットワーク機器、ミドルウェア・ソフトウェア、
その他電子部品等 

３ 会計処理の方法の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「定性的情報・財務諸表等 4.その他」に記載のとおり、たな卸資産の評価基準及び評価方法については、従

来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を適用し、主として個別法によ

る原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。この変更に伴う影響は軽微でありま

す。 

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「定性的情報・財務諸表等 4.その他」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成に

おける在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第

18号)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴う影響は軽微であります。 

 

② 所在地別セグメント情報 
 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)                (単位：百万円) 

 日 本 その他の地域 計 消去又は全社 連 結 

売 上 高 287,437 65,036 352,473 (51,247) 301,225 

営 業 利 益 22,787 2,766 25,554 728 26,282 

 
(注) １ 国又は地域別の区分は、地理的近接度によっております。 

     ２ その他の地域に属する主な国又は地域 

            米国、欧州、台湾 

３ 会計処理の方法の変更 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「定性的情報・財務諸表等 4.その他」に記載のとおり、たな卸資産の評価基準及び評価方法については、従

来、主として個別法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を適用し、主として個別法によ

る原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に変更しております。この変更に伴う影響は軽微でありま

す。 

(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

「定性的情報・財務諸表等 4.その他」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から「連結財務諸表作成に

おける在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第

18号)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更に伴う影響は軽微であります。 
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③ 海外売上高 
 
当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日)                (単位：百万円) 

 台 湾 韓 国 米 国 その他 計 

海外売上高 52,473 43,689 34,947 51,288 182,398 

連結売上高     301,225 

連結売上高に占める
海外売上高の割合 

(％) 
17.4 14.5 11.6 17.1 60.6 

 
（注） １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２ その他に属する主な国 

       シンガポール、中国、イスラエル 

    ３ 海外売上高は、当グループの本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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「参考資料」

（要約） 前中間連結損益計算書 (単位：百万円)

　  (自 平成19年４月１日

 至 平成19年９月30日)
  

476,377

311,018

　 165,359

　 70,354

　 95,005

 営　 業 　外 　収 　益 2,238

 営　 業 　外 　費 　用 1,447

　 95,795

 特　　 別　　 利　　 益 　 2,776

 特　　 別　　 損　　 失 　 370

　 98,201

35,256

　 482

　 62,463中 間 純 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

金　　額

前 中 間 連 結 会 計 期 間

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

売 上 原 価

売 上 高

科　　　　目
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6. その他の情報

（注）１．金額は販売価格によっております。

　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（単位：百万円）

277,229 326,303 210,483 273,130

265,476 293,194 156,583 132,526

11,497 33,108 53,681 140,603

254 - 218 -

53,587 14,408 51,558 12,648

330,816 340,711 262,041 285,778

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（単位：百万円）

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 生産、受注及び販売の状況

　① 生 産 実 績
（単位：百万円）

事   業   部   門

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

至 平成19年９月30日 至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日 自 平成20年４月１日

生 　産 　高 生 　産 　高

産 業 用 電 子 機 器 422,025 224,198

Ｆ Ｐ Ｄ 製 造 装 置 40,666 45,656

半 導 体 製 造 装 置 381,358 178,541

合     　　　　　　　 計 422,025 224,198

　② 受 注 実 績

事   業   部   門

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

自 平成19年４月１日 自 平成20年４月１日

至 平成19年９月30日 至 平成20年９月30日

受 注 高 受 注 残 高 受 注 高 受 注 残 高

産 業 用 電 子 機 器

半 導 体 製 造 装 置

Ｆ Ｐ Ｄ 製 造 装 置

そ の 他

自 平成19年４月１日 自 平成20年４月１日

電 子 部 品 ・ 情 報 通 信 機 器

合     　　　　　　　 計

　③ 販 売 実 績

販　 売　 高 販　 売　 高

至 平成19年９月30日 至 平成20年９月30日事   業   部   門

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

半 導 体 製 造 装 置 379,251 208,702

産 業 用 電 子 機 器 423,106 249,100

Ｆ Ｐ Ｄ 製 造 装 置 43,600 40,179

そ の 他 254 218

電 子 部 品 ・ 情 報 通 信 機 器 53,271 52,125

合     　　　　　　　 計 476,377 301,225
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